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ら、本計画内では「（仮称）たんばこども園」と表記しています。 
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１．国及び町の動向 

核家族化の進行、就労環境の変化など、子どもと家庭を取り巻く環境は大きく変化しており、

子育てを社会全体で支援していく必要があることから、国においては、平成 15 年に「次世代育

成支援対策推進法」、平成 24 年８月に「子ども・子育て関連３法」（「子ども・子育て支援法」「認

定こども園法の一部改正法」「関係法律の整備法」の総称。以下「関連３法」という。）を制定し、

関連３法に基づく「子ども・子育て支援新制度」が平成 27 年度にスタートしました。  

本町においては、関連３法の一つである「子ども・子育て支援法」に基づき、平成２５年８月

に「京丹波町子ども・子育て審議会」（以下「審議会」という。）を設置し、質の高い幼児期の教

育・保育及び地域子ども・子育て支援事業の提供を図るための指針として「京丹波町子ども・子

育て支援事業計画」（以下「支援事業計画」という。）を平成２７年３月に策定しました。 

支援事業計画においては、幼児期の教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保の方向性を「幼

保連携型認定こども園の基準が見直され、内閣府所管のもと幼稚園と保育所の良さを活かした形

での運営が可能となり、本町がめざす就学前の子どもに対する幼児教育・保育の考え方と合致す

るものとなっています。このことから、本町においては、幼保連携型認定こども園への移行を目

標に定め、取り組みを進めます。」と示しています。 

また、支援事業計画策定時における審議会からの答申（平成２７年２月１２日提出）において

も、「須知幼稚園と上豊田保育所は統合し、幼稚園と保育所の良さを取り入れた『幼保連携型認定

こども園』として新たにスタートさせたうえで、適正規模に応じた施設を整備する。また、みず

ほ保育所と瑞穂子育て支援センター（短時部）、わち保育所と和知子育て支援センター（短時部）

についても、幼保連携型認定こども園制度に基づく施設へと移行する。」とされており、これらの

経過を踏まえ、就学前児童の健やかな育成支援を理念に認定こども園開設に向けた検討を重ね、

平成２８年度に「町立認定こども園開設に係る基本構想」（以下「基本構想」という。）を策定し、

平成２９年度には本計画と「京丹波町立（仮称）たんばこども園新園舎建設基本計画」（以下「新

園舎建設基本計画」という。）をとりまとめました。 
 

 

２．就学前児童を取り巻く現状と課題 

本町における就学前児童に対する教育・保育施策としては、文部科学省が所管する「幼稚園」、

厚生労働省が所管する「保育所」、町が設置する「子育て支援センター（短時部）」があり、それ

ぞれ関係法令等に基づいて運営をしています。 

しかし、少子化や就労環境の変化等により、就学前児童を取り巻く環境は様変わりをし、将来

にわたる施策のあり方について検討が求められています。 

そのような状況を踏まえ、支援事業計画策定時における審議会からの答申を基に改めて現状を

分析し、次のとおり課題等を整理しました。  

第１章 計画策定の経過と目的 
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（１）将来推計人口から見る児童数の推移（１）将来推計人口から見る児童数の推移（１）将来推計人口から見る児童数の推移（１）将来推計人口から見る児童数の推移    

支援事業計画策定時に算出した将来推計人口を見ると、総人口に比例して就学前児童数も

減少傾向にあります。就学前児童数の減少に伴い入所対象児童数は減少しますが、国が掲げ

る「１億総活躍社会」の推進等により、近年は０～２歳児の入所児童数が増加傾向にあるこ

とから、そのことも加味したうえで入所児童数の将来推計を見込む必要があります。 
 

（２）老朽化施設への対応（２）老朽化施設への対応（２）老朽化施設への対応（２）老朽化施設への対応    

須知幼稚園（昭和 53年建築）と上豊田保育所（昭和 55 年建築）の施設が老朽化し、安

全面や保育ニーズへの対応面等からも必要に応じた修繕や改修では対応しきれない状況にあ

ります。下山分園（昭和 47 年建築）に関しても耐震補強が必要な状況ですが、将来推計児

童数や財政状況から見ても３施設の建て替えは困難な状況にあります。 

施設建設に関しては、建設費と将来にわたる維持管理経費を含めて検討する必要があり、

財政状況や費用対効果の面から見ても、統合園として１園建設することが望ましいと考えま

す。 
  

（３）子どもを中心とした環境整備（３）子どもを中心とした環境整備（３）子どもを中心とした環境整備（３）子どもを中心とした環境整備    

幼稚園は文部科学省管轄の教育施設、保育所は厚生労働省管轄の保育施設として位置付け

られ、子育て支援センター（短時部）は町独自施策の幼児の福祉増進を目的とした施設であ

ることから、町立であるにも関わらず目的や運営等の基礎となるものが違います。また、少

人数ではできない集団生活の中での教育を行うためには、適正規模・適正人員を確保する必

要があります。 

京丹波町のすべての就学前児童に対して、同一条件のもとで公平に教育・保育を提供する

ためには、新たな枠組みによる検討が必要であり、国が推進する幼稚園と保育所の機能を併

せ持つ「幼保連携型認定こども園」が本町の目指す方向性と合致する状況にあります。 
  

（４）幼保連携型認定こども園の特徴（４）幼保連携型認定こども園の特徴（４）幼保連携型認定こども園の特徴（４）幼保連携型認定こども園の特徴    

距離的に町内全域から幼稚園に通うことが困難な状況からすると、幼稚園と保育所の機能

を併せ持つ「幼保連携型認定こども園」に移行することで、京丹波町のすべての児童に同じ

条件のもとでの教育環境を提供できます。また、就労を条件としない子育て支援センター（短

時部）事業を町独自施策として行っていますが、認定こども園に移行することで国等の制度

に基づくものとなるため、加入保険等を含め入所児童に対して統一した対応を図ることがで

きるとともに、次のようなメリットがあります。 

・就労の有無に関わらず利用が可能なため、転所の心配がありません。  

・対象児童の枠組みを広げることで、必要規模の集団を保ちやすくなります。 

・幼稚園と保育所双方の良さを取り入れることで、町内の就学前児童に対し総合的な教

育・保育環境を整えることができます。 
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３．認定こども園とは 

教育･保育を一体的に行う施設で､いわば幼稚園と保育所の両方の良さを併せ持っている施設で

す。以下の機能を備え､認定基準を満たす施設は､都道府県等から認定を受けることができます｡ 

 

 

 

 

  認定こども園には、地域の実情や保護者のニーズに応じて選択が可能となるよう多様なタイプ

があります｡なお､認定こども園の認定を受けても幼稚園や保育所等はその位置付けは失いません｡ 

〔〔〔〔幼保連携型幼保連携型幼保連携型幼保連携型〕〕〕〕 

幼稚園的機能と保育所的機能の両方の機能をあわせ持つ単一の施設として､認定こども園    

としての機能を果たすタイプ｡学校及び児童福祉施設として法的位置付けを有します。 

〔〔〔〔幼稚園型幼稚園型幼稚園型幼稚園型〕〕〕〕 

認可幼稚園が、保育が必要な子どものための保育時間を確保するなど、保育所的な機能を    

備えて認定こども園としての機能を果たすタイプ。 

〔〔〔〔保育所型保育所型保育所型保育所型〕〕〕〕 

認可保育所が、保育が必要な子ども以外の子どもも受け入れるなど、幼稚園的な機能を備    

えることで認定こども園としての機能を果たすタイプ。 

〔〔〔〔地方裁量型地方裁量型地方裁量型地方裁量型〕〕〕〕 

幼稚園・保育所いずれの認可もない地域の教育・保育施設が、認定こども園として必要な    

機能を果たすタイプ。 

※内閣府ホームページ（http://www8.cao.go.jp/shoushi/kodomoen/gaiyou）より抜粋 
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４．目指すべき方向性 

本町の就学前児童施策のあり方としては、支援事業計画策定時における審議会からの答申でも

示されているとおり、すべての町立幼稚園及び保育所、子育て支援センター（短時部）を『幼保

連携型認定こども園』に移行するものとし、統合に関しては次のとおり整理をしたうえで、３つ

の町立認定こども園開設に向けた取り組みを推進します。 
 

①須知幼稚園と上豊田保育所（下山分園含む）の統合園①須知幼稚園と上豊田保育所（下山分園含む）の統合園①須知幼稚園と上豊田保育所（下山分園含む）の統合園①須知幼稚園と上豊田保育所（下山分園含む）の統合園    
 

②みずほ保育所と瑞穂子育て支援センター（短時部）の統合園②みずほ保育所と瑞穂子育て支援センター（短時部）の統合園②みずほ保育所と瑞穂子育て支援センター（短時部）の統合園②みずほ保育所と瑞穂子育て支援センター（短時部）の統合園    
 

③わち保育所と和知子育て支援センター（短時部）の統合園③わち保育所と和知子育て支援センター（短時部）の統合園③わち保育所と和知子育て支援センター（短時部）の統合園③わち保育所と和知子育て支援センター（短時部）の統合園 ＊現「わちエンジェル」 
 

＊①の統合園に関しては、施設老朽化等の課題解消を図るため、適正規模に応じた

施設を新たに整備するものとし、本計画とは別に「新園舎建設基本計画」を策定

します。 
 

 

５．開設に向けたスケジュール 

幼保連携型認定こども園の開設にあたっては、長い歴史を有する幼稚園と保育所、そして子育

て支援センター（短時部）の良さを生かし、就学前教育・保育の充実を図る観点から、現場職員

や保護者、地域住民、関係者と十分に時間をかけて調整や協議が図れるよう、統合園舎建設も考

慮したうえで、平成３４年４月１日を開園目標に設定します。 
 

≪≪≪≪スケジュール概要スケジュール概要スケジュール概要スケジュール概要≫≫≫≫        
 

 ・平成３０年度 

  …基本計画に基づく調整、関係機関による検討・協議（開設準備委員会及び部会等も含む）、

新園舎建設に向けた整備（測量・設計・工事等） 
 

 ・平成３１年度 

  …基本計画に基づく調整、関係機関による検討・協議（開設準備委員会及び部会等も含む）、

新園舎建設に向けた整備（測量・設計・工事等） 
 

 ・平成３２年度 

  …基本計画に基づく調整、関係機関による検討・協議（開設準備委員会及び部会等も含む）、

新園舎建設に向けた整備（測量・設計・工事等） 
 

 ・平成３３年度 

  …開園に向けた最終調整、認可等に関する申請事務手続き、新園舎建設に向けた整備（測量・

設計・工事等） 
 

 ・平成３４年４月１日・平成３４年４月１日・平成３４年４月１日・平成３４年４月１日    

   …町立幼稚園及び保育所・子育て支援センターを幼保連携型認定こども園として新たに開設 
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１．計画策定の流れ 
 

（１）関連計画との位置付け（１）関連計画との位置付け（１）関連計画との位置付け（１）関連計画との位置付け    

本計画は、町のマスタープランである総合計画を最上位とし、「支援事業計画」及び「基本構

想」を上位に位置付けて策定します。 

なお、本計画は基本構想の内容を踏襲することから、同時期に策定する「新園舎建設基本計

画」を関連計画として、整合性を図るものとします。 

 

 

【 関連計画相関図 】 
 

 

〔参考１〕最上位計画における目標設定 

○京丹波町総合計画○京丹波町総合計画○京丹波町総合計画○京丹波町総合計画（第（第（第（第 1111 次次次次::::平成平成平成平成 19191919 年策定年策定年策定年策定    ／／／／    第第第第 2222 次次次次::::平成平成平成平成 29292929 年策定）年策定）年策定）年策定）    

        基本方針２「地域総がかりで育む子育てからひとづくり」における施策の一つと

して、幼保連携型認定こども園への移行及び設置を掲げています。 
    

    

〔参考２〕関連計画との整合性 

  ○○○○京丹波町立（仮称）たんばこども園新園舎建設基本計画京丹波町立（仮称）たんばこども園新園舎建設基本計画京丹波町立（仮称）たんばこども園新園舎建設基本計画京丹波町立（仮称）たんばこども園新園舎建設基本計画（平成（平成（平成（平成 30303030 年策定年策定年策定年策定((((予定予定予定予定))))））））    

基本構想の「第３章 新園舎の整備方針」に基づき、須知幼稚園と上豊田保育所

（下山分園含む）の統合園舎整備に関する具体的な方策等を定めていることから、

本計画と密接に関連するため、整合性を図ったうえで、それぞれの計画において具

体的な内容を示しています。 

 

 
 

京丹波町総合計画（第 1 次・第２次） 

京丹波町⼦ども・⼦育て⽀援事業計画 

 

町⽴認定こども園開設に係る基本構想 

町⽴認定こども園開設に係る基本計画 
（本計画） 

京丹波町⽴（仮称）たんばこども園 
新園舎建設基本計画 

第２章 計画の基本的な考え方 
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(2)(2)(2)(2)    検討のプロセス検討のプロセス検討のプロセス検討のプロセス    

本計画については、下図のとおり①～⑨までのプロセスに分けて段階的に検討を進めること

とし、前段となる基本構想に関する①～⑥は平成 28 年度に完了していることから、平成 29

年度は審議会における審議を中心に⑦～⑨に取り組み、策定に向けた調整を図りました。 

 
 

参

事
（

オ

ブ

ザ

ー

バ

ー

）

教

育

次

長

総

務

課

長

子

育

て

支

援

課

長

保

育

所

長

幼

稚

園

長

学

校

教

育

指

導

主

事

職員数や配置、定員等の運

営に関する実務的な検討を行

う

統合検討部会統合検討部会統合検討部会統合検討部会

上豊田保育所と須知幼稚園

の統合に向けた具体的な方

策の検討を行う

事務局：子育て支援課、認定こども園建設推進室

町

Ｐ

Ｔ

Ａ

連

絡

協

議

会

町

議

会

区

長

会

学

識

経

験

者

（

2

名

）

須

知

幼

稚

園

長

町

立

保

育

所

代

表

所

長

課程作成部会課程作成部会課程作成部会課程作成部会

京丹波町ならではの就学前

教育・保育課程作成等の検討

を行う 統合園舎整備統合園舎整備統合園舎整備統合園舎整備

検討部会検討部会検討部会検討部会

ア

ド

バ

イ

ザー
（

幼

児

教

育

専

門

家

）

オブザーバー

運営協議部会運営協議部会運営協議部会運営協議部会
上

豊

田

保

育

所

保

護

者

会

須

知

幼

稚

園

Ｐ

Ｔ

Ａ

町

保

健

福

祉

課

公

募

委

員

学

識

経

験

者

（

2

名

）

須

知

幼

稚

園

長

町

立

保

育

所

代

表

所

長

町

Ｐ

Ｔ

Ａ

連

絡

協

議

会

町

議

会

区

長

会

南

丹

保

健

所

町

校

（

園

）

長

会

代

表

京

丹

波

町

病

院

町

社

会

福

祉

協

議

会

町

商

工

会

町

民

生

児

童

委

員

協

議

会

町

老

人

ク

ラ

ブ

連

合

会

町

立

各

保

育

所

保

護

者

会

（

３

名

）

須

知

幼

稚

園

Ｐ

Ｔ

Ａ

教育長教育長教育長教育長

開設準備委員会開設準備委員会開設準備委員会開設準備委員会 町子町子町子町子ども・ども・ども・ども・子育子育子育子育てててて審議会審議会審議会審議会　　　　 【【【【委員19名委員19名委員19名

委員19名、

、、

、アドバイザー1

アドバイザー1アドバイザー1

アドバイザー1名

名名

名、

、、

、オブザーバー2

オブザーバー2オブザーバー2

オブザーバー2名

名名

名】

】】

】　　

　　　　

　　※

※※

※定員20名以内

定員20名以内定員20名以内

定員20名以内

担当：認定こども園建設推進室 事務局：子育て支援課（担当課）、教育委員会（認定こども園建設推進室）
ア

ド

バ

イ

ザー
（

教

育

専

門

家

）

オブザーバー

認定こども園の開設に向けた課題

や調整すべき事項の検討、解決に

向けた調査・研究等を行う機関

町

母

子

寡

婦

福

祉

会

認定こども園開設に向けた決定プロセス

町長町長町長町長 基本計画策定基本計画策定基本計画策定基本計画策定

教育委員会教育委員会教育委員会教育委員会
パブリックパブリックパブリックパブリック
コメントコメントコメントコメント

①調査・研

究機関とし

て設置

②専門的な所

掌事項を付託

③所掌事項を協

議・検討し、決定事

項を随時報告

④部会報告を

検証し、準備委員会

決定事項を報告

●準備委員会での

検討状況等の情報

を事務局より随時

提供

⑤準備委員会の

決定事項を審議

⑥「基本構想（案）」を

とりまとめ

報告
⑦「基本構想」

等に基づき審議

するために諮問
⑧諮問事項を

審議した

結果を答申

●●●●諮問事項諮問事項諮問事項諮問事項

１

１１

１．

．．

．認定

認定認定

認定こども

こどもこども

こども園開設

園開設園開設

園開設に

にに

に向

向向

向けた

けたけた

けた基本計画策定

基本計画策定基本計画策定

基本計画策定に

にに

に関

関関

関すること

することすること

すること

２

２２

２．

．．

．認定

認定認定

認定こども

こどもこども

こども園

園園

園の

のの

の新園舎整備

新園舎整備新園舎整備

新園舎整備に

にに

に関

関関

関すること

することすること

すること

３．子ども・子育て支援事業計画における量の見込みと提供体

制、確保方策の進捗管理に関すること

４．こども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推

進に関し必要な事項及び当該施策の実施状況に関すること

⑨住民意見の

聴取・集約

●

●●

●付託事項

付託事項付託事項

付託事項

・認定こども園の新園舎整備に関すること

専門的な

諮問事項

を付託

検討結果を

報告

①～⑥は平成28年度に対応。

⑦～⑨を平成29年度に取り組む。
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２．検討及び取り組み経過 
 

    (1)(1)(1)(1)    基本構想の基本構想の基本構想の基本構想の検討及び作成検討及び作成検討及び作成検討及び作成 

平成２８年度において、教育委員会事務局 学校教育課 認定こども園建設推進室を中心に、

子育て支援課、総務課、須知幼稚園、上豊田保育所、みずほ保育所、わちエンジェルが連携

し、移行に向けた検討や取り組みを展開するなかで、「町立認定こども園開設にむけた基本構

想」を作成しました。 

■平成２８年度取り組み経過報告■平成２８年度取り組み経過報告■平成２８年度取り組み経過報告■平成２８年度取り組み経過報告    

月 取 り 組 み 内 容 

６月 開設準備委員会(第１回)＜１５日＞ 

７月 
運営協議部会(第１回)＜１４日＞ 

統合検討部会(第１回)＜１５日＞ 

８月 

運営協議部会(第２回)＜９日＞ 

統合検討部会(第２回)＜１０日＞  

開設準備委員会(第２回)＜２６日＞ 

運営協議部会(第３回)＜３０日＞ 

９月 統合検討部会(第３回)＜１４日＞ 

１０月 

課程作成部会(第１回)＜１１日＞  

統合検討部会(第４回)＜１９日＞ 

運営協議部会(第４回)＜２６日＞ 

開設準備委員会(第３回)＜２８日＞ 

１１月 

職員研修会＜５日＞  

第１回子ども・子育て審議会での経過報告＜８日＞ 

先進地視察＜１４日＞  

 ⇒峰山幼稚園･京丹後市教育委員会、かえでこども園(与謝野町) 

現場職員によるワークショップ＜１８日＞ 

 ⇒テーマ：特色を生かした園運営のあり方と施設整備 

課程作成部会(第２回)＜２８日＞ 

１２月 

統合検討部会(第５回)＜１５日＞  

運営協議部会(第５回)＜１６日＞ 

⇒先進地視察〔かえでこども園(与謝野町)〕 

開設準備委員会(第４回)＜２０日＞ 

１月 

運営協議部会(第６回)＜５日＞ 

統合検討部会(第６回)＜１９日＞ 

課程作成部会(第３回)＜２５日＞ 

２月 

福祉厚生常任委員会(町議会)での経過報告＜６日＞ 

開設準備委員会(第５回)＜７日＞ 

⇒正副委員長から教育長へ検討結果報告書の提出 

 総合教育会議における協議＜１３日＞ 

３月 

 第２回子ども・子育て審議会での経過報告＜１日＞ 

 教育委員会での審議＜１６日＞ 

 教育長から町長へ基本構想の提出＜２１日＞ 

 

 

 

≪参考≫開設準備委員会及び部会における会合等開催状況（回数）≪参考≫開設準備委員会及び部会における会合等開催状況（回数）≪参考≫開設準備委員会及び部会における会合等開催状況（回数）≪参考≫開設準備委員会及び部会における会合等開催状況（回数）    

●開設準備委員会…５回(視察含む) 

・運営協議部会…６回(視察含む) ／ 統合検討部会…６回 ／ 課程作成部会…３回 
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((((2222))))    基本基本基本基本計画計画計画計画のののの検討及び作成検討及び作成検討及び作成検討及び作成 

平成２９年度において、基本構想を基に審議会及び統合園舎整備検討部会で検討や審議を

重ねた結果に基づき、本計画と「新園舎建設基本計画」の２つの基本計画を作成しました。 

なお、審議会等と並行して、行政内部においても開設準備委員会や部会を開催し、基本構

想に基づく事業の推進、基本計画策定に向けた検討を行いました。 
    

■平成２９年度取り組み経過報告■平成２９年度取り組み経過報告■平成２９年度取り組み経過報告■平成２９年度取り組み経過報告 

月 取 り 組 み 内 容 

５月 開設準備委員会(第１回)＜２９日＞ 

６月 第１回子ども・子育て審議会＜２７日＞ 

７月 

開設準備委員会(第 2回)＜４日＞ 

全員協議会(町議会)での基本構想説明＜２８日＞ 

第１回統合園舎整備検討部会＜３１日＞ 

８月 第２回統合園舎整備検討部会＜３１日＞ 

９月 

アンケート調査の実施＜5 日～14 日＞ 

第３回統合園舎整備検討部会＜２１日＞ 

開設準備委員会(第 3 回)＜２６日＞ 

１０月 

第２回子ども・子育て審議会＜３日＞ 

統合検討部会(第 1回)＜１６日＞ 

統合検討部会(第 2回)＜３０日＞ 

第３回子ども・子育て審議会＜３１日＞ 

１１月 

統合検討部会(第 3回)＜１４日＞ 

第４回子ども・子育て審議会＜１７日＞ 

統合検討部会(第 4回)＜２８日＞ 

１２月 

第５回子ども・子育て審議会＜８日＞ 

統合検討部会(第５回)＜１９日＞ 

答申書の提出＜２６日＞ 

⇒正副会長から町長へ基本計画（案）を答申 

１月 
統合検討部会(第６回)＜２２日＞ 

開設準備委員会(第４回)＜２６日＞ 

２月 〔 調整中 〕 

３月  第６回子ども・子育て審議会＜未定＞ 

 

 

 

 

６．計画の進行管理 

国・府の動向をはじめ町施策の充実等により、幼稚園や保育所、子ども・子育て支援事業等の

状況が策定時点と異なる可能性があることから、必要に応じて計画内容は見直すものとします。 

≪参考≫子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会おける≪参考≫子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会おける≪参考≫子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会おける≪参考≫子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会おける会合開催状況（回数）会合開催状況（回数）会合開催状況（回数）会合開催状況（回数）    

●子ども・子育て審議会…６回（見込）  ／ ●統合園舎整備検討部会…３回 
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１．所管部署 

就学前教育・保育の充実を最優先とし、認定こども園業務のみではなく、就学前児童を対象と

した事業・施策全体を整理したうえで、教育委員会が所管するものとします。 

 

２．設置(予定)状況 

須知幼稚園と上豊田保育所の統合園（「(仮称)たんばこども園」）をはじめ、みずほ保育所と瑞穂

子育て支援センター（「(仮称)みずほこども園」）、わち保育所と和知子育て支援センター（「(仮称)

わちこども園」）を移行し、町立の幼保連携型認定こども園を３園開設するものとします。 

なお、統合園整備に関する具体的な方針等は、同時期に策定する「新園舎建設基本計画」にお

いて示しています。 

※いずれの園名も仮称であり、正式な名称は今後調整のうえ決定します。 

園名(仮称) 所 在 地 定員 年齢別定員 学級数 入所対象児 

(仮称) 

たんばこども園 
＊新園舎建設のため検討中 180 名 

0 歳児 14 名 2 クラス 

０歳児 

〜５歳児 

1 歳児 22 名 3 クラス 

2 歳児 26 名 2 クラス 

3 歳児 38 名 2 クラス 

4 歳児 40 名 2 クラス 

5 歳児 40 名 2 クラス 

(仮称) 

みずほこども園 

〒622-0311  

京丹波町和⽥⼤下 

42 番地 1 

100 名 

0 歳児 5 名 1 クラス 

０歳児 

〜5 歳児 

 

1 歳児 10 名 1 クラス 

2 歳児 15 名 1 クラス 

3 歳児 20 名 2 クラス 

4 歳児 25 名 1 クラス 

5 歳児 25 名 1 クラス 

(仮称) 

わちこども園 

〒629-1117  

京丹波町⼤倉家⽥ノ上

5 番地 7 

90 名 

0 歳児 5 名 

1 クラス 

０歳児 

 〜5 歳児 

1 歳児 5 名 

2 歳児 15 名 1 クラス 

3 歳児 15 名 1 クラス 

4 歳児 25 名 1 クラス 

5 歳児 25 名 1 クラス 

第３章 認定こども園の運営方針 
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３．入所対象児童 

就労支援の観点を重視するのではなく、母子の愛情形成や町が目指す就学前教育の充実に重点

を置いたうえで、現行どおり 10 か月からを入所対象とし、次の認定区分に応じて受け入れをす

るものとします。 
  

 【【【【1111 号認定（幼稚園児に該当）】号認定（幼稚園児に該当）】号認定（幼稚園児に該当）】号認定（幼稚園児に該当）】    

町内在住の満3歳から小学校就学の始期に達するまでの幼児。 
 

【２号認定（保育【２号認定（保育【２号認定（保育【２号認定（保育所所所所児に該当】児に該当】児に該当】児に該当】    

町内に居住(住民登録等)し実際に生活をしている家庭の児童のうち、満３歳以上で保育を

必要とする状況(就労等の理由により保育に欠ける)にある児童。 
 

【【【【3333 号認定（保育号認定（保育号認定（保育号認定（保育所所所所児に該当】児に該当】児に該当】児に該当】    

町内に居住(住民登録等)し実際に生活をしている家庭の児童のうち、満 10 ヶ月以上満３

歳未満で保育を必要とする状況(就労等の理由により保育に欠ける)にある児童。 

 

 

 

 

 
 

 

４．開所日及び開所時間 

開所日及び開所時間、警報発令時の対応は次のとおりとします。 
 

【開所日・時間】【開所日・時間】【開所日・時間】【開所日・時間】 ＊延長保育時間を含む。 

     平日：午前 7 時 30分～午後6時 30分  

土曜：午前 7 時 30分～午後0時 30分 
 

【休所日】【休所日】【休所日】【休所日】 ＊1号認定児童は別に長期休業期間あり。 

     日曜日、国民の祝日、年末年始及び、その他特に必要とする日 
 

【警報発令対応】【警報発令対応】【警報発令対応】【警報発令対応】    

     ＜2・3号認定＞特別警報発令時は登園の有無に関わらず自宅待機。警報(大雨・暴風等)

発令時は原則自宅待機とし、就労状況により対応が困難な場合は登園

可能。 
     

     ＜ 1 号 認 定 ＞午前 6時現在で警報発令の場合は臨時休園。午前 6時以降登園時の間

に発令の場合は、登園後園児は園待機、登園前園児は自宅待機。登園後

に発令の場合は、教育委員会と協議し対応。 

≪参考≫支給認定期間は国に基づくこととしますが、入園決定期間は次のとおり

調整します。 
     

【1～2 歳児】各年度単位（現行の保育所同様） 

【3歳児以上】入所日から卒園までの期間（現行の幼稚園同様) 
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５．長期休業 

１号認定児童については、保護者の就労等の理由で保育ができない状態ではないため、幼稚園

と同様に下記のとおり長期休業期間を設けます。ただし、夏期休業期間における集団活動や教育

活動時間を確保する観点から、園児や保護者のニーズに応じて受け入れができる制度を検討する

ものとします。２・３号認定児童については、就労支援の観点から現行どおり年末年始における

冬期休業期間を年度毎に設定することとします。 
 

  【1号認定児童】  春期休業（3/25 日～4/9 日） 

夏期休業（7/21 日～8/31 日） 

冬期休業（12/24 日～1/7 日） 
   

       ※現行の「京丹波町立須知幼稚園園則」第７条に定められた休園期間であ

るため、新たに園則を制定する際に期間は調整します。 

            

６．保育時間 

保育（始業・終業）時間及び延長保育時間は、次のとおり設定するものとします。 
 

■1号認定  

【始業・終業時間】【始業・終業時間】【始業・終業時間】【始業・終業時間】午前 9時～午後 1 時 30分（登園時間…午前 8 時 30 分～9 時） 

■2・3号認定  

【保育時間】【保育時間】【保育時間】【保育時間】 ○短時間認定（119時間以下の就労）   

・平日：午前 8時 30分～午後 4 時 30分 

・土曜：午前８時 30分～午後0時 30分 

○標準時間認定（120時間以上の就労）  

・平日：午前 7 時 30分～午後6時 30分  

・土曜：午前 7 時 30分～午後0時 30分 

【延長保育】【延長保育】【延長保育】【延長保育】    ◇条件…就労等により、午前８時３０分～午後４時３０分までの８時

間を越えて、保育時間の延長が必要と認められる児童（別途提出

書類あり） 

◇時間…開所時間内において必要と認められる時間（短時間認定児童は延長

利用料が必要） 

 

７．広域入所 

１号認定児童に関しては、原則保護者が就労されていない状況で家庭での保育が可能であるこ

と、また、広域入所の理由に里帰り出産がありますが産前産後期間は２号認定の対象となること

等から、認定こども園では現行同様２号・３号認定児童を対象に委託と受託の広域入所を行うこ

ととします。 

 

 

≪参考≫広域入所とは 

  …住民登録されている児童が保護者の勤務の都合

等で他の市町村の保育所等へ入所する制度 
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１．基本指針 

本町の教育振興計画では、「学校・家庭・地域総がかりで育む子育てからひとづくり

へ」を基本理念に、めざす子ども像を「元気なあいさつ、明るい笑顔、仲間を大切に未

来に向かって進む京丹波っ子」としており、それらを踏まえた町立認定こども園の基本

指針は次のとおり定めるものとします。 

なお、本指針は「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」に基づくものであり、同

要領で示す教育目標が実現できるよう教育課程を編成するよう努めます。 
 

■教育・保育理念■教育・保育理念■教育・保育理念■教育・保育理念    

   健やかで安定した心と体をはぐくむとともに、一人一人が持つ可能性を引き出し、

自己肯定感を高めることにより、自分らしさを発揮できる人間性豊かな子どもを育てる。 
  

■教育・保育方針■教育・保育方針■教育・保育方針■教育・保育方針    

  （ア）豊かな自然環境を取り入れた活動やさまざまな遊びを通じて発達を促すとと

もに、食育を推進し、規則正しい生活リズムを養うことで心身の健康と安定及

び生活習慣の育成を図る。 

（イ）主体的な活動を促し、自己を十分に発揮することで、自分自身の力を信じる

気持ちを培い、自己肯定感を高める。 

（ウ）安心感と信頼感を持つ中で、体験活動などを積極的に取り入れることにより、

自立心の育成と人を思いやり尊重する心を醸成する。 

（エ）家庭や地域とのつながり、校種間連携による共同活動を取り入れることによ

り、小学校へのスムーズな接続、世代間を超えた交流及び多様な学びの機会を

創出し、やる気と可能性を引き出す。 
  

■教育・保育目標■教育・保育目標■教育・保育目標■教育・保育目標    

・基本的な習慣を身に付け、規則正しい生活が送れる子どもの育成 

・自分で考えて行動し、最後までやりぬくことができる子どもの育成 

・規範意識を持ち、思いやりと尊重の気持ちを大切にする子どもの育成 

・友達との関わりを大切にし、豊かな社会性や人間性を身に付けた子どもの育成 

・身近な自然や人との関わりの中で愛情や信頼感をはぐくみ、地域を愛しふるさとへ

の思いを大切にできる子どもの育成 

・物事を多角的に捉え、創造性豊かな考えが持てる子どもの育成 

・異年齢や世代間との交流を通じて、多様な価値観を共有できる子どもの育成 
 

■■■■目指すこども園目指すこども園目指すこども園目指すこども園    

＊安心・安全を第一に考えるこども園 

＊笑顔があふれ、楽しく親しみやすいこども園 

＊子育て支援の役割を担い、保護者や地域から愛され、信頼されるこども園 

＊食育を推進し、健康な心と体をはぐくむこども園 

＊校種間等の多様な連携を通じ、考える力や豊かな感性を培うこども園    

第４章 運営に関する基本的事項 
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３３３３号認定児童号認定児童号認定児童号認定児童

＜＜＜＜保育所0保育所0保育所0保育所0・1・2・1・2・1・2・1・2歳児歳児歳児歳児＞＞＞＞

２２２２号認定児童号認定児童号認定児童号認定児童

＜＜＜＜保育所3保育所3保育所3保育所3・4・5・4・5・4・5・4・5歳児歳児歳児歳児＞＞＞＞

１１１１号認定児童号認定児童号認定児童号認定児童

＜＜＜＜幼稚園3幼稚園3幼稚園3幼稚園3・4・5・4・5・4・5・4・5歳児歳児歳児歳児＞＞＞＞
備考

15:30

２．１日の活動計画（スケジュール）

7:30

8:30

9:00

9:30

10:00

11:00

11:30

12:00

16:00

16:30

18:30

12:30

13:00

13:30

14:00

15:00

全入園児童 登園

お や つ 教育課程教育課程教育課程教育課程にににに基基基基づくづくづくづく活動活動活動活動

給食準備

給食（片付け・歯みがき）

【【【【 一日一日一日一日のののの振振振振りりりり返返返返りりりり 】】】】

午 睡

降 園

給 食
(準備･片付け･歯磨き)

午 睡

めざめ・着替え

お や つ

（準備含む）

保護者保護者保護者保護者がががが就労就労就労就労のののの場合場合場合場合

は２は２は２は２号認定号認定号認定号認定でででで預預預預かれかれかれかれ

るためるためるためるため、、、、預預預預かりかりかりかり保育保育保育保育はははは

設定設定設定設定しないしないしないしない。。。。

降 園

保育活動（あそび）

保育活動（あそび）

延長保育時間

＊保護者の迎えに

応じて順次降園

保育活動（あそび）

延長(早朝)保育時間

＊保護者の送りに

応じて順次登園

保育活動（あそび）

降園準備

午睡準備

午睡準備

・持ち物の整理

・身支度

・出席確認

・自由あそび
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３．職員体制 

就学前教育の充実をはじめ、支援の必要な園児に対して手厚い保育が行えるよう、府認定要件

より緩やかな条件のもと、町独自の配置基準を次のとおり設定するものとします。ただし、保育

教諭等の確保が困難であることを理由に、入所申込に関する調整を行う必要がある場合等は、状

況に応じて府認定要件を用いて対応することとします。なお、職員配置としては、園長・副園長

（教頭）・主任・事務職員の各園１名配置を基本に、養護教諭や栄養士、給食調理員等の専門職員

を配置するものとします。 
   

■■■■職員（職員（職員（職員（保育教諭保育教諭保育教諭保育教諭等）等）等）等）配置基準配置基準配置基準配置基準    

 【 乳 児・幼 児 】 0歳児…園児 3人に 1人 

1歳児… 〃 4人に 1人  

2歳児… 〃 5人に 1人 
 

【年少･年中･年長】 3歳児… 〃 20人に 1人  

4歳児… 〃 25人に 1人 

５歳児… 〃 25人に 1人 
 

 

 

 

 

 

 

 
 

４．昼食対応 

町立小中学校も含めて完全給食であることや豊かな食を体験する観点等から「完全給食」を導

入することとしますが、親子の愛情形成を育む機会の創出を目的に、各園で「お弁当の日」を設

定するものとします。また、各園に設置されたランチルームを活用し、食を通じた異年齢児の交

流が図れるよう努めます。 
 

 

５．通園方法 

幼稚園においては現行、「京丹波町立幼稚園通園費に関する条例」及び「京丹波町立幼稚園の

通園費補助金交付要項」並びに「京丹波町立幼稚園バス運行規則」により、通園距離片道２㎞以

上の園児を対象に、通園バスの運行と町営バス利用に対する補助を行っていますが、各保育所で

は保護者送迎としています。現在の状況を踏まえたうえで、認定こども園の役割や位置付けを鑑

み、地域の実情に応じた対応を検討するものとします。 
 

 

６．地域との連携 

「地域でこどもを育てる」との認識のもと、地域性を生かした交流活動や連携に向けた取り組

み、体験活動等が行えるよう、各園において積極的な事業展開に努めます。 

年度当初で園児が馴染む

までの間等においては、必

要に応じて保育補助を配

置するものとします。 

 

〔参考〕京都府認定こども園の認定等の要件等に関する条例 第 4 条 

 0 歳児…園児 3 人に 1 人  

1・2 歳児… 〃 6 人に 1 人 

3 歳児以上(幼稚園 4 時間利用分)… 〃 35 人に 1 人 

3 歳児(保育所 8 時間以上利用分)… 〃 20 人に 1 人  

4 歳児以上(保育所 8 時間以上利用分)… 〃 30 人に 1 人 



 

 

- 15 - 

７．地域子ども・子育て支援事業 
  

■子育て■子育て■子育て■子育て支援支援支援支援事業事業事業事業（未就園児童対象）（未就園児童対象）（未就園児童対象）（未就園児童対象）    子育て支援ルーム子育て支援ルーム子育て支援ルーム子育て支援ルーム    

 認定こども園は入所児童に対して教育・保育を提供する施設ですが、子育て支援センター

は入所していない児童や保護者の交流を目的としており、不特定の方を対象としている事業の

あり方からすると、園舎内における安全管理体制が確保しにくい状況にあります。そのため、

支援事業計画に基づく常時利用可能な拠点施設を別の場所で検討するものとし、各園では

事業展開を図るうえでのサポート的な対応を図るものとします。ただし、子育てに

ついての相談や助言、援助等に関しては、相談窓口としての役割を担えるよう随時

対応するよう努めます。 
 

■一時保育事業■一時保育事業■一時保育事業■一時保育事業 （未就園児童対象）（未就園児童対象）（未就園児童対象）（未就園児童対象）    

子どもの状況に応じた個別対応ができるよう、子育て支援センター事業と合わせて別の施設

で受け入れることとしますが、距離的なことを考慮したうえで利用者が利用しやすい状況を確

保するため、各園で定員に空きがあれば受け入れるものとします。    
 

■一時■一時■一時■一時預かり事業預かり事業預かり事業預かり事業（（（（１号認定児童対象１号認定児童対象１号認定児童対象１号認定児童対象））））    

 保護者や家庭の事情により、１号認定児童が定められた終業時間を越えて保育を希望され

る場合、諸事情を考慮したうえで、開所時間内において一時預かりを行うこととします（利用

料は今後において検討）。ただし、就労等により恒常的な利用と判断する場合は、一時預かり

事業の対象とはせず、２号認定への変更申請を求めるものとします。 
 

■延長保育事業■延長保育事業■延長保育事業■延長保育事業 （２・３号認定児童対象）（２・３号認定児童対象）（２・３号認定児童対象）（２・３号認定児童対象）    

 ２・３号認定児童を対象に、開所時間内において午前８時３０分～午後４時３０分

までの８時間を越えて保育を行う場合、延長保育事業を行います。標準時間認定児童

に関しては利用料に延長保育料金が含まれていますが、短時間認定を受けた児童は別途

延長利用料が必要となります。（利用料は今後において検討） 
 

■利用者支援事業■利用者支援事業■利用者支援事業■利用者支援事業    

子育て中の保護者が集う場所において設置することが望ましいことから、子育て支援センタ

ー事業と合わせて実施を検討するものとします。 
 

■■■■病児病児病児病児・病後児保育・病後児保育・病後児保育・病後児保育事業事業事業事業    

病児保育や病後児保育に関しては、児童の安全面から多くが医療機関で実施している状況に

あるため、認定こども園における事業とは別に検討するものとします。 
 

 

８．保護者会（PTA）のあり方 

現行は、幼稚園は PTA、保育所は保護者会として活動されていますが、就学前教育の充実に

向けて園と保護者の連携を深めることをはじめ、連絡協議会等への参画による関係機関とのつな

がり、町立認定こども園における情報共有体制の構築を図るためにも、各園で PTA が組織され

活動できるよう、協力や支援を行います。 
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１．幼稚園と保育所の良さの取り入れ方 

幼稚園と保育所の良さを認定こども園に生かせるよう、各園の状況を踏まえたうえ

で、次のとおり良さとして取り入れるべきものを整理します。 
  

・食育をはじめ、栄養バランス確保の観点や旬の食材を使い季節感が味わえる献立

が取り入れられるよう給食を導入することとし、給食試食会等の食に関する行事

も取り入れられるよう調整するものとします。   
  

  ・家庭と園が連携して子どもをはぐくめるよう、お互いの考えや方針が共有できる顔の見える

関係づくり構築を目指した取り組みを積極的に推進するものとします。 
  

 ・０歳児から５歳児までが在籍する利点を生かし、認定こども園としての温かい雰囲気のもと

異年齢交流を取り入れるものとします。 
  

 ・低年齢から入園できる環境を生かし、就学までを見通した長期間にわたる教育・保育課程を

取り入れます。 
  

  ・保育教諭ら職員が常に連携し合い、在籍するすべての園児に関して共通理解を図る中で、同

じ視点のもと一人一人を大切にした教育・保育を実践します。 
  

  ・質の高い就学前教育が提供できるよう、保育教諭の研修や研究時間を確保するとともに、家

庭と園が園児の実態を共有する機会、他園と交流する機会を設けるよう努めます。 
  

  ・作業療法士の訪問をはじめ、教育相談機関との連携を図る中で、園児一人一人に応じたきめ

細やかな支援が行えるよう努めます。 

 
 

２．特色を生かした園運営のあり方 

京丹波町としての特色を生かした園運営が行えるよう、基本的な方針やあり方を次のとおり整

理するものとします。 
  

・豊かな自然を取り入れた温もりと安らぎのある環境の中で、京丹波の未来を担う子どもたち

をはぐくみます。また、町の施策と合わせ、木質玩具等の整備や活用に努めます。 
  

・認定こども園と小学校が連携を密にすることにより、園児が小学校の環境や生活の流れを事

前に知り、安心感と期待感をもって進学できる環境づくりに努めます。 
  

・１号認定児童を対象に夏期休業期間の受け入れ制度を検討することで、京丹波町ならではの

集団活動や教育活動の充実に努めます。 
  

・地域の人との関わりや地域行事への参加等による交流時間を大切にすることで、地域と連携

した就学前教育・保育活動が展開できるよう努めます。 

第５章 特色を生かした園の運営方針 
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１．町子ども・子育て審議会の設置に関する条例 

 

２．町子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会 委員名簿 

 

３．町子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会 開催経過 

 

４．町子ども・子育て審議会答申書＜関係部分抜粋＞ 

 

５．町総合計画＜関係部分抜粋＞ 

    

６．町子ども・子育て支援事業計画＜関係部分抜粋＞ 
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１．京丹波町子ども・子育て審議会の設置に関する条例１．京丹波町子ども・子育て審議会の設置に関する条例１．京丹波町子ども・子育て審議会の設置に関する条例１．京丹波町子ども・子育て審議会の設置に関する条例（平成（平成（平成（平成 25252525 年条例第年条例第年条例第年条例第 13131313 号）号）号）号）        
  

（設置） 

第１条 子ども・子育て支援法（平成 24 年法律第 65 号）第 77 条第１項の規定に基づき、京丹波

町子ども・子育て審議会（以下「子ども・子育て審議会」という。）を置く。 
 

（所掌事務） 

第２条 子ども・子育て審議会は、町長の諮問に応じ、次に掲げる事項に関し調査審議及び答申し、

又は意見を述べることができる。 

（１）京丹波町子ども・子育て支援事業計画に関すること。 

（２）京丹波町における子ども・子育て支援に関する施策の総合的かつ計画的な推進に関し必要な事

項及び当該施策の実施状況を調査審議すること。 

（３）特定教育・保育施設の利用定員の設定に関すること。 

（４）特定地域型保育事業の利用定員の設定に関すること。 

（５）その他町長が必要と認めること。 
 

（組織） 

第３条 子ども・子育て審議会は、委員 20 人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから町長が

委嘱する。 

（１）子ども・子育て支援に関する関係団体から推薦を受けた者 

（２）子どもの保護者 

（３）子ども・子育て支援に関し学識経験のある者 

（４）福祉、保健、医療及び教育等に関係する者 

（５）公募による町民及びその他町長が必要と認めた者 

２ 委員の任期は、２年とする。ただし、委員が欠けた場合における補欠の委員の任期は、前任者の

残任期間とする。 

３ 委員は、再任されることができる。 
 

 （会長及び副会長） 

第４条 子ども・子育て審議会に会長及び副会長を置く。 

２ 会長及び副会長は、委員の互選によって定める。 

３ 会長は、子ども・子育て審議会を代表し、会務を総括する。 

４ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 
 

 （会議） 

第５条 子ども・子育て審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 

２ 子ども・子育て審議会は、委員の半数以上の出席がなければ、会議を開くことができない。 

３ 子ども・子育て審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、会長

の決するところによる。 

４ 会長は、必要に応じて委員以外の者の出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は必要な資料の

提出を求めることができる。 
  

（庶務） 

第６条 子ども・子育て審議会の庶務は、子育て支援課において処理する。 
  

（委任） 

第７条 この条例に定めるもののほか、子ども・子育て審議会の運営に関し必要な事項は、町長が別

に定める。 
 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成 25 年７月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の日以後、最初に委嘱される子ども・子育て審議会の委員の任期は、第３条第２

項の規定にかかわらず、平成 27 年３月31日までとする。 
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２２２２．．．．京丹波町京丹波町京丹波町京丹波町子ども・子育て審議会子ども・子育て審議会子ども・子育て審議会子ども・子育て審議会及び統合園舎整備検討部会及び統合園舎整備検討部会及び統合園舎整備検討部会及び統合園舎整備検討部会    委員委員委員委員名簿名簿名簿名簿    
  

〔審議会〔審議会〔審議会〔審議会（（（（部会部会部会部会））））〕〕〕〕    

 所 属 ・ 役 職 氏名（敬称略） 備    考 

1 
京丹波町議会 

・副議長、福祉厚生常任委員 
鈴木 利明 （統合園舎整備検討部会・部会長） 

2 
京丹波町区長会 

・副会長（丹波地区区長会長） 
湊  嘉 秀 

◎会長 

（統合園舎整備検討部会委員） 

3 
京丹波町民生児童委員協議会 

・主任児童委員 
出野 悦子 ○副会長 

4 
京丹波町商工会 

・会長 
野間 之暢  

5 
京丹波町母子寡婦福祉会 

・会長 
谷山 和子  

6 
京丹波町老人クラブ連合会 

・女性部長 
堀  鈴 代  

7 
京丹波町社会福祉協議会 

・事務局長 
津田 勝二  

8 
京丹波町立須知幼稚園ＰＴＡ 

・会長 
神谷 宣行 （統合園舎整備検討部会委員） 

9 
京丹波町立上豊田保育所保護者会 

・会長 
谷山 勝彦 （統合園舎整備検討部会委員） 

10 
京丹波町立みずほ保育所保護者会 

・クラス委員 
上林 真理子  

11 
京丹波町立わちエンジェル保護者会 

・庶務会計 
乾  香 織  

12 
京丹波町ＰＴＡ連絡協議会 

・副会長 
小久保 浩和 （統合園舎整備検討部会委員） 

13 学識経験者 佐藤 明美 （統合園舎整備検討部会委員） 

14 学識経験者 松岡 知子 （統合園舎整備検討部会委員） 

15 公募委員 山根 里香  

16 
京都府南丹保健所福祉室 

・室長 
山崎 正則  

17 
京丹波町校（園）長会 

・会長（和知中学校・校長） 
小 森  誠  

18 
京丹波町病院 

・病院長 
垣田 秀治  

19 
京丹波町保健福祉課 

・課長 
大西 義弘  

 

〔〔〔〔アドバイザーアドバイザーアドバイザーアドバイザー〕〕〕〕    

1 佛教大学教育学部・教授 原  清 治 子ども・子育て審議会・アドバイザー 

2 佛教大学教育学部 教育学科・教授 髙 橋  司 統合園舎整備検討部会・アドバイザー 

 

〔〔〔〔オブザーバーオブザーバーオブザーバーオブザーバー（審議会（審議会（審議会（審議会    兼兼兼兼    統合園舎整備検討部会）統合園舎整備検討部会）統合園舎整備検討部会）統合園舎整備検討部会）〕〕〕〕    

１ 
須知幼稚園 

・園長 
浦井 美紀  

２ 
上豊田保育所 

・所長 
真野 照美  
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３．京丹波町子ども･子育て審議会及び統合園舎整備検討部会開催経過 
 

■ 第１回審議会 ＜平成 2９年６月 27 日（火） ／ 京丹波町中央公民館３階 大会議室＞ 
○委嘱状及び諮問書の交付 

○協議事項 ： ・町立認定こども園開設に係る基本構想について 

       ・今後のスケジュールについて 
 

 

…………………………………………………………………………………………………………………………………………〔〔〔〔    統合園舎整備検討統合園舎整備検討統合園舎整備検討統合園舎整備検討部会部会部会部会    〕〕〕〕…………………………………………………………………………………………………………………………………………    

◆ 第１回部会 ＜平成 2９年７月３１日（月） ／ 京丹波町健康管理センター１階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・部会審議スケジュールについて 

        ・町立認定こども園開設に係る基本構想（第３章）について 

        ・施設整備内容について 

        ・新園舎候補地の条件整理について 
 

◆ 第２回部会 ＜平成 2９年８月３１日（木） ／ 京丹波町健康管理センター１階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・新園舎候補地（案）及び比較項目の検討について 

        ・施設規模及び整備内容について 

        ・アンケート調査の実施について 
 

◆ 第３回部会 ＜平成 2９年９月２１日（木） ／京丹波町健康管理センター１階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・新園舎候補地（案）の選定について 

        ・新園舎の整備内容（案）について 

        ・新園舎建設基本計画における基本方針（案）について 

        ・子ども・子育て審議会への検討結果報告について 

………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………………… 
 

■ 第２回審議会 ＜平成 2９年 10月３日（火） ／ 瑞穂保健センター２階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・統合園舎整備検討部会における検討結果について 

…新園舎の候補地、建築計画・施設計画検討における基本方針 

       ・町立認定こども園開設に向けた基本構想について 
 

■ 第３回審議会 ＜平成 2９年１０月３１日（火） ／ 瑞穂保健センター２階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・統合園舎整備検討部会における検討結果について 

        …基本構想（第３章） 

       ・併設施設の整備方針について 

・町立認定こども園開設に係る基本構想について 
 

■ 第４回審議会 ＜平成 2９年１１月１７日（金） ／ 瑞穂保健センター２階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・町立認定こども園開設に係る基本計画（案）について 

       ・町立(仮称)たんばこども園新園舎建設基本計画（案）について 
        

■ 第５回審議会 ＜平成 2９年１２月８日（金） ／ 瑞穂保健センター２階 会議室＞ 

○協議事項 ： ・町立認定こども園開設に係る基本計画（案）の内容確定について 

       ・町立(仮称)たんばこども園新園舎建設基本計画（案）の内容確定について 

       ・答申書の内容確認について 
 

◎ 答申書の提出＜平成 2９年１２月２６日（火） ／ 京丹波町役場１階 町長室＞ 
 

  

 

＊「協議事項」は主なもののみを抜粋しており、他にも諮問内容に関する事項を適宜審議しました。 
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４．京丹波町子ども・子育て審議会答申書（平成 27 年 2月 12 日提出分、関係部分のみ抜粋） 

 

諮問諮問諮問諮問２２２２    町立幼稚園町立幼稚園町立幼稚園町立幼稚園・・・・保育所保育所保育所保育所のありのありのありのあり方方方方についてについてについてについて    

   審議にあたっては、「子どもたちにとって最善の方向性」を委員全員の共通認識とし、児童数の推

移や老朽化施設の現状、町独自施策である子育て支援センター（短時部）のあり方などを基に検討

を重ねた結果、次の方向性が京丹波町にとって最善であるとの結論に至りました。 
 

  

 

１．須知幼稚園と上豊田保育所は統合し、幼稚園と保育所の良さを取り入れた「幼保連携型認定こ

ども園」として新たにスタートさせたうえで、適正規模に応じた施設を整備する。また、みずほ

保育所と瑞穂子育て支援センター（短時部）、わち保育所と和知子育て支援センター（短時部）

についても、幼保連携型認定こども園制度に基づく施設へと移行する。 
 

２．幼保連携型認定こども園に移行することで、現行の幼稚園教育を３歳以上のすべての入所児童

に提供できる体制づくりを構築する。なお、職員体制においても、より一層質の高い幼児教育の

普及・推進を図る意味合いを鑑み、適正規模以上の配置とする。 
 

３．さまざまな観点からの審議により、下山分園は廃園の方向と考えるが、地域住民や保護者の皆

様から理解が得られるよう配慮する。 
 

４．須知幼稚園と上豊田保育所の統合に関しては、送迎や給食の有無等に違いがあるため、保護者

の思いを聴取したうえで、最善の方向性を導き出すよう求める。    
 

  

 

【審議における考察点】【審議における考察点】【審議における考察点】【審議における考察点】    

○将来推計人口から見る入園○将来推計人口から見る入園○将来推計人口から見る入園○将来推計人口から見る入園((((所所所所))))児童数児童数児童数児童数の推移の推移の推移の推移    

全国的に少子化が進む中、本町の将来推計人口（支援事業計画 34㌻参照）においても減少傾

向が見受けられます。町においては少子化対策に力を注がれていますが、ライフスタイルの多様

化に伴う結婚及び出産に対する意識の変化等により、未婚率が上昇し、出生数も減少しているこ

とから、現時点では将来推計人口に基づいた対策を検討する必要があると考えます。 
 

  

 

○子どもを中心とした環境整備○子どもを中心とした環境整備○子どもを中心とした環境整備○子どもを中心とした環境整備    

公立幼稚園及び保育所という同一条件にある中で、通う施設によって過ごす環境に違いがある

ことは公平性や子どもの育成の観点からすると改善が必要と考えます。また、地域の特色を生か

した保育環境づくりと合わせ、少人数ではできない集団生活の中での教育ができるよう適正規

模・適正人員を確保することも視野に入れる必要があると考えます。 
 

  

 

○施設老朽化への対応及び○施設老朽化への対応及び○施設老朽化への対応及び○施設老朽化への対応及び財政負担財政負担財政負担財政負担    

須知幼稚園（昭和 53年建築）と上豊田保育所（昭和 55 年建築）の施設が老朽化しており、

必要に応じた修繕や改修で対応されていますが、上豊田保育所に関しては、保育施設として建設

されたものではなく、児童館施設を活用していることから、保育ニーズへの対応が難しい状況に

あります。 

施設建設に関しては、建設費と将来にわたる維持管理経費を含めて検討する必要があり、須知

幼稚園と上豊田保育所の建て替え、下山分園の耐震補強（耐震補強のみの概算事業費約１億３千

万円）並びに改修のすべてを行うことは町の財政状況や費用対効果の面から厳しい状況が見受け

られます。また、須知幼稚園と上豊田保育所を別として施設建設を考えた場合、入園児童数の現

状及び将来推計人口に基づく入園見込を勘案すると、入所定員を見直し、小規模な施設を建設す

ることになり、優先順位を定め順次整備する必要があります。一方で、わちエンジェルも建設か

ら約２０年が経過し、将来的には整備や大規模改修等の対応が必要になることも想定されること

から、財政的に須知幼稚園と上豊田保育所の両施設を建設することは難しいと考えます。 
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  ○新たな視点から考える幼保連携型認定こども園の導入○新たな視点から考える幼保連携型認定こども園の導入○新たな視点から考える幼保連携型認定こども園の導入○新たな視点から考える幼保連携型認定こども園の導入    

子ども・子育て支援新制度スタートに伴い、既存の「幼保連携型認定こども園」が見直され、

保育所・幼稚園双方の良さを取り入れたものとなりました。そのため、距離的に町内全域から幼

稚園に通うことが困難な状況からすると、京丹波町のすべての児童に同じ条件のもとでの教育環

境を提供できるというメリットがあります。また、就労を条件としない子育て支援センター（短

時部）事業を町独自に行っていますが、認定子ども園に移行することで国等の制度に基づくもの

となるため、加入保険等を含め入所児童に対して統一した対応を図ることができます。 

ほかにも、幼稚園と保育所それぞれで教育を行っていますが、幼稚園は文部科学省管轄の教育

施設、保育所は厚生労働省管轄の保育施設と位置付けられており、基礎となるものが違います。

しかし、認定こども園は、両省庁の垣根を越えたものであることから、教育環境をはじめ次のよ

うなメリットがあります。 

・就労の有無に関わらず利用が可能なため、転所の心配がない。  

  ・少子化が進む中、対象児童の枠組みを広げることで必要規模の集団を保ちやすい。 

  ・幼稚園と保育所双方の良さを取り入れることで、町内の就学前児童に対し総合的な教育・保育

環境を整えることができる。 

 

５．第２次 京丹波町総合計画（平成 29 年 3 月 22 日策定、関係部分(55～57 ㌻)から抜粋） 
 

  

 

基本方針基本方針基本方針基本方針２２２２    地域総地域総地域総地域総がかりでがかりでがかりでがかりで育育育育むむむむ子育子育子育子育てからひとづくりてからひとづくりてからひとづくりてからひとづくり    
 

  

 

１ 幼児・学校教育 

◎施策の方向 

（１）教育環境の整備 

    すべての子どもに対し、平等な条件のもと「教育」「保育」「子育て」を総合的にサポートでき

る体制をつくり、質の高い学力を育む環境づくりを進めます。 

     幼稚園と保育所の両方のメリットを持ち、保育と教育を一体的に行う認定こども園開設に向け

た取り組みを進めます。 

町立小・中学校に通学する児童・生徒に対し、通学方法に応じた支援体制づくりを進めます。 

児童・生徒が一日の大半を過ごす場である教育施設の安全で快適な環境の整備を進めます。    

  

 

 

  

 

◆主な取り組み ＜関係項目のみ抜粋＞ 

・幼保連携型認定こども園への移行        
 

  

 

（２）教育内容の充実 

    児童・生徒に確かな学力、豊かな人間性、健やかな体といった知、徳、体のバランスのとれた

力である「生きる力」の育成に一層努めます。そのためにも、計画的、組織的な研修を通して教

職員一人ひとりの資質向上を図ります。 ＜以下省略＞ 
  

  

 

◆主な取り組み ＜関係項目のみ抜粋＞ 

①子どもの健やかな成長を支える教育の推進  

・就学前保育・教育の充実 

    

◎目標指標 ＜関連項目のみ抜粋＞ 

目 標 指 標 現状地（Ｈ２７） 目標値（Ｈ３４） 

幼保連携型認定こども園設置箇所数 ０か所 ３か所 
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６．京丹波町子ども・子育て支援事業計画（平成 27 年 3月策定、関係部分のみ抜粋） 
 

  

 

第４章 量の見込みと提供体制 ＊計画書 42㌻ 

５．幼児期の教育・保育の一体的提供及び推進体制の確保   

（１）認定こども園の普及に係る考え方 

すべての就学前の子どもに対し、平等な条件のもとで幼児教育・保育を提供できる体制づくりと、

就労の有無に関わらず希望する園に入園できる環境づくりを整備するには、現行の保育所及び幼稚園

の制度の枠組みでは補うことが難しい状況にあります。 

そのような状況のもと、わちエンジェルとみずほ保育所においては、幼稚園までの距離的要件も踏

まえ、町独自の施策として「子育て支援センター（短時部）」を設置し、就労の枠組みにとらわれない

国が示す認定こども園に準じた取り組みを展開しています。 

子ども・子育て支援新制度においては、幼保連携型認定こども園の基準が見直され、内閣府所管の

もと幼稚園と保育所の良さを活かした形での運営が可能となり、本町がめざす就学前の子どもに対す

る幼児教育・保育の考え方と合致するものとなっています。 

このことから、本町においては、幼保連携型認定こども園への移行を目標に定め、取り組みを進めます。 
 

（２）質の高い幼児期の教育・保育、地域の子育て支援の役割及びその推進方策 

乳幼児期の発達が連続性を有すること、幼児期の教育が生涯にわたる人格形成の基礎を培うことに

十分留意し、妊娠期を含むすべての子育て家庭に適切なサービス・事業の利用を促進するとともに、

質の高い教育・保育サービス及び地域子ども・子育て支援事業を提供するよう、関係機関と連携して

取り組みます。 
 

（３）幼児期の教育・保育と小学校教育(義務教育)との円滑な保幼小連携の取り組みの推進 

保育所や幼稚園と小・中学校との連携を深め、子どもの成長に切れ目のない支援と環境づくりを進めます。 
 

（４）保幼小の連携に係る取り組み 

教育・保育及び地域子ども・子育て支援事業を一元的に行うとともに、その他の小学校就学前の子

どもなどに係る施策との緊密な連携を図ります。 
 

第５章 総合的な施策の展開 ＊計画書 51･52㌻ 

 ②子どものこころをはぐくむ教育の充実 

施策の方向性 

 

 

具体的な取り組み事業 ＜関連項目のみ抜粋＞ 

・就学前教育の充実 

各年齢に応じた到達目標を作成し、個人個人に応じた保育を進める中で、子ども一人ひと

りの発達を促す取り組みを実践します。 

・教育・保育施設の整備 

学校、保育所、幼稚園など公共施設の整備及び改修・補修を行い、児童・生徒が安全に利

用できるよう努めます。 
 

◎目標指標 ＜関連項目のみ抜粋＞ 

成果指標 平成 25 年度実績(初期値) 平成 31年度(目標値) 

・教育・保育施設の整備(新規整備) ０園 １園 

 

●幼児期に子どもの豊かな感性や基本的生活習慣をはぐくめるよう、幼児

教育の充実を図るとともに、保育所や幼稚園、小学校、中学校等の保育・

教育施設と、地域との連携をより一層強化します。＜以下省略＞ 


